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＊ｲｰﾏｰﾄ、中国から撤退…韓国ｽｰﾊﾟｰ最大手赤字膨らむ
韓国ｽｰﾊﾟｰ最大手のｲｰﾏｰﾄは中国市場から撤退する。同社を統括する大手財閥
の新世界ｸﾞﾙｰﾌﾟの首脳が31日明らかにした。中国で運営するｽｰﾊﾟｰ6店舗を順次
閉店する。営業赤字が続いて累積赤字が膨らんでいる上、地上配備型ﾐｻｲﾙ迎撃
ｼｽﾃﾑ（THAAD)問題で中国事業が一段と低迷。事業継続は困難と判断した。ﾛｯﾃ
は中国ｽｰﾊﾟｰの約9割が営業停止に追い込まれ、残りも「閉店休業状態」（聯合
ﾆｭｰｽ）とされる。現代自動車も中国販売が半分近く減るなど韓国企業は軒並み影
響を受けている。ｲｰﾏｰﾄは韓国では147店舗うを構える最大手。

＊ｽｰﾊﾟｰ、苦い「官製」値上げ…ﾒｰｶｰにはもろ刃の剣
全国の食品ｽｰﾊﾟｰなどで1日、ﾋﾞｰﾙ類が5月に比べ1割ほど値上げする。国税局が
酒の安売り規制を強化するためだ。ｽｰﾊﾟｰ各社にとっては苦渋の”官製”値上げだ
が、ｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱなどへの対抗上、神経質な値付けを迫られる。ﾒｰｶｰは販売奨
励金（ﾘﾍﾞｰﾄ）の負担が減るものの、消費者のﾋﾞｰﾙ離れを加速しかねないもろ刃の
剣となる。ﾒｰｶｰ側からはﾘﾍﾞｰﾄによる実質値引きという「消耗戦からの脱却だ」と
の声が出る。ﾒｰｶｰは若者らの好みの多様化を背景としたﾋﾞｰﾙ離れという構造的
な問題を抱える。果たしてﾋﾞｰﾙ離れの歯止めをかけるられるｼﾅﾘｳｵが描けるだろ
うか。

＊ﾀｲの金持ち優遇変える？…ﾘﾎﾟﾋﾞﾀﾝD異例のCM
場面はとある商業施設の駐車場。車いすﾏｰｸが書かれたｽﾍﾟｰｽに赤いｽﾎﾟｰﾂｶｰ
が勢いよく入って駐車した。運転席には金持ちの風情のお嬢様。警備員がけげん
そうな顔を注意できない様子だが、そのうちの一人が前を出る。「お客様、3階の駐
車場をご利用ください」そこでお嬢様が発するｾﾘﾌが「私のパパが誰だか分ってる
の？」。それでも警備員はひかない。周囲の一般客がｽﾏﾎのｶﾒﾗを向け始めると、
ついに気まずくなったお嬢様が立ち去る。警備員のすがすがしい顔が印象的だ。
最後にﾘﾎﾟのﾛｺﾞが登場し、CMは終わる。

＊新高炉　東南アジアの中核に…JFE、べトナムで稼働
JFEｽﾁｰﾙは31日、台湾塑膠工業（台湾ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ）ｸﾞﾙｰﾌﾟなどで共同でﾍﾞﾄﾅﾑで建
設していた高炉一貫製鉄所の操業を開始したと発表した。日本製が東南ｱｼﾞｱで
高炉事業に参画したのは初めて。JFEは新高炉を東南ｱｼﾞｱの中核拠点と位置づ
け、製造した半製品をﾍﾞﾄﾅﾑの建設用途向けに販売するほか、東南ｱｼﾞｱにあるｸﾞ
ﾙｰﾌﾟの加工会社向けに供給する。自動車用鋼板の現地生産も検討する。

＊中国の鉄鋼生産　最高に…3・4月、ｲﾝﾌﾗ投資拡大「世界市況の波乱要因」
中国の鉄鋼生産が増えている。3・4月の粗鋼生産はいずれも7千万㌧を超え、月
間ﾍﾞｰｽﾃで2ヵ月連続で過去最高を更新した。ｲﾝﾌﾗ投資の拡大が続くほか、統計
には反映されない粗悪な鉄鋼の違法生産を取り締まっているためだ。世界鉄鋼市
況の波乱要因になりかねないほか、習近平指導部の進める鉄鋼の過剰生産能力
の削減にも影響する可能性がある。

＊中国　ﾋﾞｯｸﾞﾃﾞｰﾀ統制…日米欧の企業反発
中国政府は1日、ﾈｯﾄ空間での統制を強化する「ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ安全法」を施工した。中
国で収集した顧客ﾃﾞｰﾀの国内保存や、海外に持ち出す際の当局の審査を義務付
けることが骨子。外国企業の事業戦力を左右するﾃﾞｰﾀのｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ活用の妨げに
なるとの恐れから、米国を中心に世界54団体が同法の施行に懸念を表明。今後、
具体的な法律適用に向けて米中間の駆け引きが続きそうだ。



2017/6/2 経済

2017/6/2 東南ｱｼﾞｱ

2017/6/3 酒類

2017/6/3 東南ｱｼﾞｱ

2017/6/3 経済

＊中国、元安を阻止…7ヵ月ぶり高値　米利上げに備え
米国の追加利上げを控え、中国が人民元安の阻止に全力を挙げている。取引の
基準となる「基準値」の制度見直しを加え、香港市場で元の流動性を絞った結果、
1日は㌦に対し7ヵ月ぶりの高値を付けた。2015年夏から続く元安にﾌﾞﾚｰｷを掛け
たが、市場を軽視する手立てに投資家の視線は冷ややかなままだ。外国銀行の
ﾃﾞｨｰﾘﾝｸﾞﾙｰﾑからは「近い将来の元安を見越したﾄﾞﾙ買いは姿を消した」との声。
安値からの上昇率は2%を超えた。15年8月に元切り下げて以降、最大規模の反発
だ。

＊ｱｼﾞｱ航空大手苦境…中国勢の国際路線拡大響く「ｷｬｾｲ　管理職4/1解雇」
ｱｼﾞｱ各国・地域を代表する航空会社大手の苦境が深まっている。香港のｷｬｾｲﾊﾟ
ｼﾌｨｯｸ航空は大規模なﾘｽﾄﾗを発表し、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ航空も2017年1～3月期決算で5
年ぶりの最終赤字に陥った。
業績悪化の一因は中国の航空会社による国際線の増加だ。国有大手の中国東
方航空など同国航空会社の国際線は16年に前年比12%増の739路線に増え、12
年に比べればほぼ倍増した。地方空港とﾊﾞﾝｺｸなどｱｼﾞｱの人気観光地を直接結
ぶ路線が増え、中国人観光客は香港やｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙを経由しないで目的地に迎え
る。
＊日本ﾜｲﾝ 農園広がる…ﾒﾙｼｬﾝ27年までに2倍、ｱｻﾋﾋﾞｰﾙ5倍へ
大手酒類ﾒｰｶｰが国産ﾌﾞﾄﾞｳのみを使って作る「日本ﾜｲﾝ」の原料確保を急いでい
る。日本ﾜｲﾝとは原料に国産ﾌﾞﾄﾞｳを100%使い、国内で醸造したﾜｲﾝ。輸入ﾌﾞﾄﾞｳ果
汁を使って国内で醸造する「国内ﾜｲﾝ」とは異なる。ﾒﾙｼｬﾝは2027年までに、自社
で運営するﾌﾞﾄﾞｳ農園を現在の2倍以上の60万平方㍍に広げる。ｱｻﾋﾋﾞｰﾙは農園
の規模を5倍に広げる。年内にも、北海道で広さ4万平方㍍の土地を確保する。北
海道では、赤ﾜｲﾝ用の品種「ﾋﾟﾉ･ﾉﾜｰﾙ」や白ﾜｲﾝ用の「ｼｬﾙﾄﾞﾈ」の栽培を検討して
いる。ｻﾝﾄﾘｰﾜｲﾝｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙは山梨県内にある農園で、日本固有のブドウ品種で
ある「甲州」の収穫量を22年に現在の5倍に増やす。
16年の国内のﾜｲﾝ消費量は推定で約38万klと8年連続で増えたもようだ。ﾋﾞｰﾙ量
の消費量（約500万kl）には及ばないが、清酒の約7割の水準に達する。

＊東南ア消費SNS発…「ファン22万人」の個人ら通じPR
人気のある交流ｻｲﾄ（SNS)の投稿者に商品やｻｰﾋﾞｽをとりあげてもらう宣伝手法
が東南ｱｼﾞｱで広がってきた。全日空空輸は日本への旅行をｱﾋﾟｰﾙし、資生堂や仏
ﾛﾚｱﾙは化粧品のPRに使う。東南ｱｼﾞｱは消費に役立つ雑誌などのﾒﾃﾞｨｱが未発
達な一方、SNSの浸透度や利用時間で日本を上回る国多く、個人の発信力への
期待は大きい。
ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙから飛行機に乗り込み、日本の東北地方を旅する女性。「見て、魔法の
ような景色が広がっている」と雪景色を楽しむ。そんな様子をSNSに投降したのは
ﾒﾘｯｻ･ｺｳさん（27）だ。彼女は「ｲﾝﾌﾙｴﾝｻｰ」。自分のﾌｧｯｼｮﾝやﾗｲﾌｽﾀｲﾙをSNSで
発信し、約22万人ものファンの消費行動に影響を与える。

＊ﾎﾝﾀﾞ、中国新車販売16%増（5月）
ﾎﾝﾀﾞは2日、中国での5月の新車販売台数（小売り台数）が前年同月比16.2%増の
11万5584台だったと発表した。前年を上回るのは5ヵ月連続。ﾏﾂﾀﾞも好調で27.9%
増の2万5093台となり、4ヵ月連続で前年を上回った。中国市場全体では4月に前
年割れし、弱含みで推移する中、日系2社は強い商品力で着実に販売を積む重
ね、2ケタ増となる勢いをみせた。
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＊中国経済の課題③
－－人民元相場がまだ下がると思っている人がいますが
「元の価値がさらに下がる理由がない。中国は貿易黒字を保っている」「海外から
の投資にさまざまな障害があり、国内にお金が入ってきにくいのは事実。しばらく
は資本の移動を慎重に管理する必要がある」
ーー資本規制の影響で国内に大量の資金が滞留し、不動産などのﾊﾞﾌﾞﾙががお
きていませんか。
「中国ではまだ住環境が十分に改善されておらず、不動産の需要はある。問題は
供給がそれに追いついていないことだ。ﾊﾞﾌﾞﾙを防ぐには、土地の供給っを増やす
など不動産の需要を満たす措置が必要になる。投機目的の購入を無くすために、
不動産税の導入も真剣に検討すべき」

＊ﾄﾖﾀ、中国で9.6%増…5月新車販売　日産は5.7%増
ﾄﾖﾀ自動車は5日、中国での5月の新車販売台数（小売台数）が前年同月比9.6%増
の11万2800台だったと発表した。日産自動車は5.7%増の11万2085台だった。とも
に4ヵ月連続で前年実績を上回った。中国市場全体が弱含みで推移するなか、商
品力のﾃｺ入れを行うなどして、日系大手ﾒｰｶｰの中国での検討が続いている。ﾎﾝ
ﾀﾞも16.2%増、ﾏﾂﾀﾞも27、9%増。SUV人気がけん引。

＊政府主導の投資に限界…中国経済の課題①
ひところ世界経済の懸念要因だった中国経済が息を吹き返している。安定成長の
軌道に乗れるのか、中央銀行の金融政策委員を務める白重恩氏に聞く
ーー中国の1～3月期の国内総生産（GDP)は前年期に比べ6.9%増となり、2期連続
で成長が加速しました。
「中国経済にとって良い状況が生まれていると言っていい。まず輸出が好調だ。北
米や欧州の景気が改善し、以前よりも有利な外部環境が整いつつある」「個人消
費も成長のけん引役として大きな役割を果たしている。社会保険制度の改善が進
み、人々は制度の為に支払ったお金よりたくさんのｻｰﾋﾞｽを受けられるようになっ
た。結果として個人の可処分所得が増え、消費を押し上げる要因になっている」

＊中国経済の課題②
－－心配している点はありますか。
「政府が主導する投資の拡大だ。工場やﾏﾝｼｮﾝなどの固定資産投資は1～3月に
約９％増えた。ところが、主に政府が担うｲﾝﾌﾗ投資に限ってみると20%以上の増加
だ」
「政府による投資の一部は非常に効率が悪い。地方政府の中には成長率を押し
上げるために、むりやり投資を増やしているところがある。わざわざ道路を壊して
新しい道路を造るようなやり方だ」
ーー今年後半の中国経済はどうなりますか。
「輸出や消費は減速することはないだろう。しかし、政府はいまのようにｲﾝﾌﾗ投資
を大幅に増やせないし、増やすべくではない。投資が減速すれば成長率はある程
度、下がる。それでも金融市場の混乱などで金融ｼｽﾃﾑのﾘｽｸが顕在化しないか
ぎり、政府の今年の目標である『6.5%前後』の達成は問題ない」

＊ｷﾘﾝ　主力「一番搾り」4年ぶりに刷新
ｷﾘﾝﾋﾞｰﾙは5日、主力ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「一番搾り」を4年ぶりにﾘﾆｭｰｱﾙすると発表した。1990
年の発売以降で3回目。高級感のある風味やﾃﾞｻﾞｲﾝでﾌﾞﾗﾝﾄﾞ力を高める。新しい
「一番搾り」は7月から小売店の店頭や飲食店に展開する。苦みや甘みを抑え、麦
芽の味わいを引き立てる。
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＊中国、新ｴﾈ車規制延期へ…販売義務付け、19年で調整
中国政府は自動車ﾒｰｶｰに一定比率の新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の販売を義務付ける規則の
導入を当初予定の2018年から約1年延期する検討に入った。電気自動車（EV）な
どの開発が間に合わないため、ﾒｰｶｰ側から延期を求める声が強かった。世界最
大の自動車市場である中国の方針修正はﾒｰｶｰ側の新ｴﾈ車対応に猶予を与える
形になりそうだ。ﾄﾞｲﾂへの配慮　背景に‥新ｴﾈﾙｷﾞｰ車の販売を義務付ける規則
の導入を延期する方向で検討に入った背景には、ﾄﾞｲﾂ政府に対する配慮がある。
パリ協定の順守や経済面でﾄﾞｲﾂとの連携を深めたい思惑がありそうだ。

＊NYにｼｮｰﾙｰﾑ…ﾀﾞｲｷﾝ、米国ｼｪｱ30%目標
ﾀﾞｲｷﾝ工業は米ﾆｭｰﾖｰｸにｴｱｺﾝなどのｼｮｰﾙｰﾑをを9月に開設する。一般消費者も
立ち寄れるようにしてﾌﾞﾗﾝﾄﾞの認知度向上を図る。同社は米国事業の拡大を急ぐ
が、知名度が低いことが課題になっている。高い省ｴﾈﾙｷﾞｰ性能などを訴え、ﾀﾞｲｷ
ﾝ製品を選んでもらう効果を狙う。室外機と室内機が一体になった空調機や、日本
仕様のｴｱｺﾝなどを展示する。米国での販売ｼｪｱを現在の25%から2020年度までに
30%に高める。

＊薬局3社の経常益最高…今期　調剤事業、4社全て増益
調剤薬局大手4社の2017年度の業績最大手のｱｲﾝHDのほか、ｸｵｰﾙ、総合ﾒﾃﾞｨｶ
ﾙが過去最高の計上利益を見込んでいる。日本調剤も2ｹﾀ増益を確保する見通
し。昨年4月の薬価引き下げに伴う影響が一巡する。診療報酬改定を受け、後発
医療品や在宅医療ｻｰﾋﾞｽにも力を入れる。
ｱｲﾝHDの18年4月期は連結経常利益が前期比13%増170億円の見通し。各社は一
人の患者を同一の薬剤師が担当する「かかりつけ薬剤師」を広げ、診療報酬を伸
ばしている。薬剤師のの確保が課題。

＊ﾐｬﾝﾏｰ４G拡大…郵電公社　三大都市圏で一斉
ﾐｬﾝﾏｰで本格的な第4世代（４G) ﾃﾞｰﾀ通信ｻｰﾋﾞｽが始まった。このほど最大事業
者であるﾐｬﾝﾏｰ郵電公社（MPT)は三大都市圏であるﾔﾝｺﾞﾝ、ﾈﾋﾟﾄﾞｰ、ﾏﾝﾀﾞﾚｰで４G
の運用を開始した。利用状況にもよるが、通信速度は従来の３Gに比べて10倍以
上になる。いままでは限られた場所でしか使えなかったが、ﾔﾝｺﾞﾝでは新帯域の利
用開始と同時に中心部全域で一斉に＄Gに対応し、高速通信が可能になった。ｽﾏ
ﾎを活用した新ﾋﾞｼﾞﾈｽが拡大する基盤となりそうだ。

＊武田、研究所100人米国へ…がん新薬など集中開発へ
武田薬品工業は2017年度内に日本の研究者ら約100人を米国に異動させる。米
国は医薬品開発の主要国であることから、現地情報に精通する研究者を育成し、
新薬開発のｽﾋﾟｰﾄﾞを高める。収益が伸び悩む中、全世界で販売できる大型新薬
の開発が急務となっている。研究者の知見や経験の量を底上げし、世界の製薬
大手との開発競争に勝てるようにする。武田は研究拠点を日米2各国に集約し
た。欧米の製薬会社大手は優秀な研究者をﾍｯﾄﾞﾊﾝﾃｨﾝｸﾞして集めるのが一般的
だ。武田は社内の人材を育成するほうが効率が高いと判断された。収益源となる
新薬開発が急務となっている。

＊ｻﾑｿﾝ、ｲﾝﾄﾞ重点投資…携帯電話など700億円
韓国ｻﾑｿﾝ電子はｲﾝﾄﾞ工場の携帯電話と冷蔵庫の生産能力をそれぞれ2倍に引き
上げる。約7千億㌆（約700億円）を投資し、来年にも携帯電話の月産能力を1千万
台、冷蔵庫を同20万台に高める。ｲﾝﾄﾞは中国を上回るﾍﾟｰｽで経済成長を続ける。
工場新設を決めた現代自動車ｸﾞﾙｰﾌﾟと合わせ韓国企業がｲﾝﾄﾞ重視の姿勢を鮮
明にしている。
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＊生活習慣病薬　ｱｼﾞｱに的
製薬大手がｱｼﾞｱで生活習慣病薬に力を入れる。第一三共は2017年度に中国の
上海工場に30億円を投じ生産棟を新設する。咳止め薬、高血圧症治療薬などを
増産する。生産規模は16年度比で2倍に増える。ｴｰｻﾞｲはｲﾝﾄﾞの医薬品大手ﾊﾞｲｵ
ｺﾝと潰瘍治療薬の販売で提携した。武田は12年比で4割増の約1400人まで中国
で医薬情報担当（MR)を増やした。主に手掛けるのは国内で特許が切れた薬で、
後発薬の攻勢にさらされているもののｱｼﾞｱでは所得水準の向上に伴い需要があ
るとみて市場を開拓する。生活水準の向上や食習慣の欧米化によって先進国と
同様に生活習慣業が増えている。

＊ﾀﾞｲｷﾝ、小水力発電参入…空調技術、水車に応用
ﾀﾞｲｷﾝ工業は7日、水力発電事業に参入すると発表した。小型発電機を浄水場な
どの水道施設に設け、電力を電力会社に売る。空調機に使う制御技術を水車に
活用し、従来は難しかった100kw以下での効率的な発電を可能にした。出力が
22kw級と、75kw級の2種類の発電機を開発した。空調機の出力をきめ細かく制御
する技術を発電設備の水車に応用し、効率よく発電できるようにした。ｺｽﾄも1～4
割安くなる。空気など流体の解析具術を応用して小電力発電の事業化をめざす。

＊中国車、失速回避へ３戦略　①
中国や海外の自動車ﾒｰｶｰ幹部などが集まる「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ自動車ﾌｫｰﾗﾑ」が7日、中
国内陸部の重慶市で始まった。17年は小型車減税幅縮小もあり、4月はﾏｲﾅｽに
転じるなど、失速懸念。中国でどんな成長戦略を描くのか。
『自動運転』（長安、AI投資3400億円）＝「人間が馬に乗っていた時代のように、人
間と車が一体となる時代が来る」。重慶長安汽車の袁明学副総裁は述べる。今後
10年間で210億元（約3400億円）を投じる方針を明らかにした。AIを柱にEVなどの
開発を加速する。
『海外進出』（広汽、20年に輸出10％）＝「中国市場は世界最大でけん引役となり
続けるが、成長率は緩やか。董事長が自らが海外での人材獲得に乗り出す」。広
州汽車集団の馮興亜総経理は国内市場の成熟に伴って、海外事業を拡大する韓
上げを強調。「一帯一路」の沿線各国の需要が拡大しそうだ。

＊中国事業｛黒字｝欧州勢の7割に…欧州商工調査　医療機器・車など増収
欧州企業が展開する中国企業の利益水準が改善している。欧州商工会議所がま
とめたｱﾝｹｰﾄ調査で、中国事業が「黒字」と答えた欧州企業は71%と過去5年で最
高となった。今後2年間の中国経済の見通しも改善した。欧州商工会が会員企業
を対象に「中国景況感調査2017」を実施。回答約570社のうち、16年の中国事業の
売上高が15年に比べ「増えた」と答えた企業は55%と前年調査の51%から拡大し
た。税引き前利益が「黒字」の企業は全体の71%と前年調査の66%から大幅に改善
した。中国事業の今後2年間の展望について「楽観的」と答えた企業は55%「悲観
的」11%を上回った。

＊「ｶｼﾞﾉ解禁」は語学力が壁
「日本は残された最後のﾌﾛﾝﾃｨｱ」「ﾏｶｵの有力な競争相手になるのは確実だ」－。
ﾏｶｵで開かれたｶｼﾞﾉ関連産業の見本市「ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ・ｹﾞｰﾐﾝｸﾞ・ｴｷｽﾎﾟ･ｱｼﾞｱ」。米国
系ｶｼﾞﾉ運営会社の幹部らが登壇した討論会は統合型ﾘｿﾞｰﾄ（IT)解禁に向かう日本
の話題で持ちきりだった。進出に当たって最大の障害は何か。「言葉の壁だ」と関
係者は口をそろえる。ﾏｶｵのｶｼﾞﾉﾃﾞｨｰﾗｰの月収は平均20万～30万円程度。外国
人観光客をもてなせる語学力を備えた人材をそろえるのは容易ではなさそうだ。

＊②
『カーｼｪｱ』（東風、独自に参入）＝「ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝが成長の原動力にとなる。電気自動
車や自動運転だけでなく、ｶｰｼｪｱに独自に参入するなど新しいﾋﾞｼﾞﾈｽに積極的に
取り組んでいく」。東風汽車公司（湖北省）の安鉄成副総経理は強調した。ｽﾏﾎの
ｱﾌﾟﾘでｼｪｱ可能な車を検索し、電子ｷｰで解錠し、運転可能とする。
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＊ｲﾝﾄﾞ新車販売6%増…マルチ・ｽｽﾞｷ、ｼｪｱ拡大
ｲﾝﾄﾞ自動車工業会（SIAM)が9日発表した5月の新車販売台数（乗用車と商用車の
合計）は30万5099台となり、前年同月に比べ6%増えた。前年実績を上回るのは5ヵ
月連続。7月の州ごとに異なる間接税が「物品ｻｰﾋﾞｽ（GST)」として統一される予定
で、工業会は「GST導入後にさらに市場拡大が加速する可能性がある」とみる。市
場の8割を占める乗用車は25万1642台と9%増えた。マルチ・ｽｽﾞｷは15%増となり、
ｼｪｱを伸ばした。排ｶﾞｽ規制に対応していない自動車の販売が禁止された。対応
が遅れていた商用車は6%減。

＊中独企業　蜜月時代…技術や市場　思惑一致
中国とﾄﾞｲﾂの大手企業による提携が相次いでいる。中国ﾈｯﾄ検索最大手の百度
（ﾊﾞｲﾄﾞｩ）と独自動車部品大手ﾎﾞｯｼｭが自動運転で協力するなど、自動車やITの幅
広い先端分野で蜜月関係が生まれた。自国優先姿勢を強める米国との関係に不
透明感が漂うなか、独企業と組み先端技術を習得したい中国側と、巨大市場の中
国でさらに技術を磨きたい独側の思惑が一致した。

＊ｲﾝﾌﾗ予算　最大17%増…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ、18年度　企業誘致へ
ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ政府は2018年度（1～12月）にｲﾝﾌﾗ開発予算を大幅に増やす方針だ。政
府内では17年度比で最大17%増とする案も浮上している。企業誘致の障壁となる
道路や電力の不足などを解消し、経済成長を一段と加速する狙いだ。ｲﾝﾌﾗ支出
を拡大できる見通しになったのは税収増に一定のﾒﾄﾞがたったためだ。同国は7月
～今年3月に隠し資産の申告を促す「租税特赦」を実施し、富裕層など96万人が
申し出た。税金を納める人は4%程度しかいなかったが、租税特赦により課税ﾊﾞｰｽ
の拡大が見込まれている。

＊半導体　ｱｼﾞｱ2強火花
半導体のｱｼﾞｱ2強が先端技術で火花を散らしている。LSIで台湾積体電路製造
（TSMC)は寝具術の投入を早め、韓国ｻﾑｽﾝ電子は受託生産の専門組織の設立
や米国での1000億円投資を決めた。電子機器の頭脳部であるLSIは人口知能（AI)
向けなどの新需要も生まれている。2社が競い合いながら市場をけん引しそうだ。
あらゆるﾓﾉがﾈｯﾄにつながるIOTやAI向けの需要が拡大すれば「20年ごろにLSIも
長期の好況に入る」（韓国の証券ｱﾅﾘｽﾄ）との見方がある。

＊台湾半導体連合、中国の壁…合併審査巡り疑心暗鬼
台湾の半導体封止・検査大手2社の経営統合に中国から待ったがかかった。世界
最大手の日月光半導体製造（ASE)と3位の硅品精密工業（SPIL)の合併について6
日、中国商務省が独占禁止法などに基づく審査期間を延長したことが判明。中台
関係が冷え込む中、政治的な思惑が働いたとの見方もある。ﾄﾗﾝﾌﾟ政権下の米国
による国際社会での求心力に陰りが見えるなか、中国の習近平国家主席は反・保
護主義や自由貿易ﾙｰﾙの尊重を掲げ影響力を強めようとしている。ASE・SPILの
合併案の行方は、中国の態度を占う試金石になりそうだ。

＊発展途上のｲﾝﾌﾗ金融…ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙにﾊﾌﾞの資質
新規のｲﾝﾌﾗﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄが続々と登場するｱｼﾞｱでは資本市場の発展が極めて重要
となっている。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ北部と中心部を自動車、自転車、歩行者道路でつなぐ
「ﾉｰｽ・ｻｳｽ・ｺﾘﾄﾞｰ」と、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙとﾏﾚｰｼｱのｸｱﾗﾙﾝﾌﾟｰﾙを結ぶ高速道路は当地
の資本市場を活性化する可能性を秘める。ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ金融通貨庁が始めたｱｼﾞｱ
債助成制度は同国債券市場で起債する企業の幅を広げ、同国を地域の金融ﾊﾌﾞ
とする狙い。

＊ｱｼﾞｱ港湾権益　日中競い合い…JICA、要衝地で出資/中国、一帯一路
ｱｼﾞｱの海洋権益を巡る日本と中国の競り合いが激しくなってきた。国際協力機構
（JICA)が海運の要衝であるｶﾝﾎﾞｼﾞｱの港湾公社に出資するほか、ｽﾘﾗﾝｶでも三井
物産がｲﾝﾄﾞの財閥ｸﾞﾙｰﾌﾟと港湾整備・運営の一体受注を目指す。広域経済圏構
想「一帯一路」に沿って各国の港湾運営への関与を強める中国に対し、日本もｴﾈ
ﾙｷﾞｰの安定的な輸送路確保に向けて手を打つ。
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＊中国新車販売が微減…5月0.1%減　2ヵ月連続ﾏｲﾅｽ
中国汽車工業協会は12日、5月の新車販売台数が前年同月比0.1%減の209万6千
台だったと発表した。前年同月実績を下回るのは2ヵ月連続。車種別でみるとセダ
ンが9.3%減、多目的ｽﾎﾟｰﾂ車（SUV)は13.5%増。SUVの品ぞろえがﾒｰｶｰの販売実
績を左右しており、日本勢の多くは前年実績を上回る好調さを維持する。

＊東南ｱに低温物流網…国交省　日本の技術を標準化
国土交通省は東南ｱｼﾞｱ（ASEAN)の10ヵ国ともに、商品を低温で運ぶ物流網を現
地に構築する。保冷から輸送までのﾙｰﾙを標準化して提供する。ｱｼﾞｱでは経済成
長に伴い、新鮮な食品への関心が高まった。日本で培った輸送の仕組みをｱｼﾞｱ
に広げ、日本の食品ﾒｰｶｰなどが進出しやすくする。10月にｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙで開く日本
ASEANの交通大臣会合で、「ｺｰﾙﾄﾞﾁｪｰﾝ」と呼ばれる低温物流網を各国に築くこと
を決める。低温物流網は肉、魚、生鮮野菜などを低い温度に保ち、主に外食店、
ｽｰﾊﾟｰ、ｺﾝﾋﾞﾆｽﾄｱに届ける仕組み。日本は商品ごとに温度が決まっている。

＊ﾋﾞｰﾙ系、5月　販売1割増…6月は反動で低迷
ﾋﾞｰﾙ大手4社の5月の販売動向が12日、出そろった。6月の酒類の安売り規制の
施行前に買いだめする需要が広がり、各社のﾋﾞｰﾙ系飲料の販売は前年同月比で
1割前後伸びた。一方、6月に入ってからは反動による販売の低迷が目立ってお
り、各社はテコ入れを急いでいる。ｱｻﾋﾋﾞｰﾙが前年同月比16%、ｷﾘﾝﾋﾞｰﾙ10%、ｻﾝﾄ
ﾘｰ14%、ｻｯﾎﾟﾛが9%それぞれ増加した。6月1日以降の需要は急速に冷え込んでい
る。

＊中国旅行サイト地殻変動…ｱﾌﾟﾘでフライト遅延情報
中国の旅行ｻｲﾄ業界で地殻変動が起きている。ﾌﾗｲﾄの遅延情報を独自調査で提
供する旅行ｱﾌﾟﾘ「飛常准」を運営する旅行ｻｰﾋﾞｽの飛友科技が躍進。飛常准のﾀﾞ
ｳﾝﾛｰﾄﾞ数は１億を超えた。飛行機の遅延が世界最悪なのに、航空当局が情報を
提供しない中国で飛行機の利用者の需要を捉えた。携程旅行網（ｼｰﾄﾘｯﾌﾟ）など
大手が寡占する旅行ｻｲﾄの牙城を崩そうとしている。
「現在の中国人は時間の節約など生活の豊かさに消費するようになっている」と創
業者鄭洪峰CEOは指摘する。提供するのはﾌﾗｲﾄの遅延情報や遅延率に加え、無
線LANの有無や食事の内容、座席幅み含まれる。こうした飛行機の詳細情報で他
の旅行ｻｲﾄと差別化することに成功した。

＊独、高まる中国依存
中国は2016年のﾄﾞｲﾂの輸出の6%、輸入の10%を占め、総額では米国を抜いて最
大の相手国となった。市場としても独VWの世界販売台数の4割超を占め、ﾀﾞｲﾑﾗｰ
や独BMWなども高級車市場で高いｼｪｱを握る。中国での販売実績が業績を左右
するようになった。国内ではﾃﾞｨｰｾﾞﾙ車に関わる労働者が多く、国内での急激な電
動ｼﾌﾄは雇用問題に直結する。一方、中国は国を挙げてEVの普及を進め、すでに
世界最大のEV市場となっている。ﾄﾞｲﾂの自動車大手にとって、欧州のEV市場が
立ち上がる前に中国で経験をつめる意味は大きい。

＊官民投資　中国で乱立…「民」の実態は国有？不良債権拡大も
中国で、「官民連携」のｲﾝﾌﾗ投資が急増している。民間の資金やﾉｳﾊｳを活用して
地下鉄などの公共施設を建設・運用する事業の総額は計画段階を含めて３月末
で14兆6千億元（約230兆円）と、1年間で7割増えた。巨額投資で景気を下支えす
る構図だが、乱造気味の計画は不良資産拡大の温床となる恐れもある。認定事
業数は3月末で約1万2千件、総事業費は14兆6千億元。1年間で件数は59%、金g
宅は66%増えた。「官民」と呼べるのかは疑問符が付く。「民」として事業を請け負う
企業の約55%は国有企業。昆明の地下鉄建設を請け負った北京城建設計発展集
団も、実は国有だ。
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＊中国、車の合弁規制緩和…ｴｺｶｰなら3社目可能
中国政府は外資系自動車ﾒｰｶｰの参入規制を緩和し、従来は2社までに限定して
いた中国企業との合弁契約ﾙｰﾙを12日付で撤廃した。電気自動車（EV)などのｴｺ
ｶｰ事業であれば、今後は3社目でも中国企業と合弁を組み、中国で生産・販売活
動を行える。外資は新たな合弁先を見つけて販売拡大が期待できる。
日本勢、巻き返し急ぐ「最大市場で事業拡大加速」＝日本の自動車ﾒｰｶｰは中国
のｴｺｶｰ市場開拓で現地勢や欧米勢に出遅れている。EVの販売は日産のみ。市
場の波に乗るには現地企業との連携が必要。3社目の合弁相手も選択肢に幕返
しを急ぐ。

＊高額薬、効果薄なら下げ…適正価格へ大規模調査
厚生労働省は14日、公的な医療保険から支払う薬剤費を適正化するため、薬の
費用効果についての大規模な国民調査に乗り出すことを決めた。一般の人が「こ
のくらいまでなら保険で支払うべきだ」という相場観を探り、それをもとにｵﾌﾟｼﾞｰﾎﾞ
など超高額薬の値段が効果に見合っていなければ値下げする。公的医療保険の
持続性を高める狙いだが、薬の無駄使い排除など課題は山積みだ。新薬開発の
意欲をそがないﾊﾞﾗﾝｽも問われる。
　　　　　　　＝5段階で費用対効果を評価する＝
　　「1年間延命できる医薬品の価格がX円の場合、公的保険から医療費を
　　　支払うべきか」を調査
　　　　　　　　　　　　　↓
　　「何％の人がX円なら払うかに応じて反映」
　　　　　　　　　　　　　↓
　　　①とてもよい　②良い　③受け入れ可能　④悪い　⑤とても悪い

＊ﾎﾝﾀﾞ、中国でSUV増産…他車種で需要開拓
ﾎﾝﾀﾞは中国で増産体制を敷く。ﾌﾚ生産が続く湖北省の主力工場で2千人を雇用
し、人員を約2割増やす。従業員の負担を抑えながら週末にも稼働して生産台数
を上積みする。中国の自動車市場で減速懸念も出る中、ﾎﾝﾀﾞは17年に販売台数
で過去最高を更新する見通し。小型多目的ｽﾎﾟｰﾂ車（SUV）が主力の同工場の生
産能力を高め、中国市場でのｼｪｱ拡大につなげる。ﾎﾝﾀﾞも「電動化の波は間違い
なく到来する」として、中国で現地専用のEVを合弁会社で生産して18年に発売の
予定。先通しの見通しが効きにくい中国だが、規制や消費者の変化に対応する柔
軟性が求められている。
＊ﾀﾞｲﾊﾂ　ﾀｲでﾄﾖﾀと小型車…新社長が方針
ﾀﾞｲﾊﾂ工業はﾄﾖﾀ自動車と進める新興国での小型車開発について、ﾀｲを新たな戦
略地域とする方針を明らかにした。ﾀﾞｲﾊﾂはｲﾝﾄﾞﾈｼｱやﾏﾚｰｼｱで小型車を開発し
ているがﾀｲは初めて。ﾀﾞｲﾊﾂは2025年までに自社開発する車の世界生産台数を、
15年度比7割増の250万台に高める計画を奥平社長が言う。さらに「ﾊﾞｯﾃﾘｰの低コ
スト化などﾄﾖﾀ全体の電動化の考え方の中で軽や小型車に対応できる新しいｼｽﾃ
ﾑを考えたい」と述べる。

＊財閥支配に挑む比銀行…三菱UFJ出資のｾｷｭﾘﾃｨﾊﾞﾝｸ
財閥が牛耳るﾌｲﾘﾋﾟﾝの銀行界で、財閥に属さないｾｷｭﾘﾃｨﾊﾞﾝｸが三菱UFJ銀行と
の資本提携をﾃｺに存在感を高めている。2016年の提携後、顧客基盤が日系企業
にも広がり、総資産は3年で2倍に急増した。個人向けを強化するなど独自戦略を
打ち出し、20年には支店数を最大600店に倍増させる計画。財閥系と一線を画し
三菱UFJ銀の世界ﾈｯﾄﾜｰｸも生かした成長戦略を描く。

＊台湾IT　6ヵ月連続増収…5月1.9%増　ﾊﾟｿｺﾝや液晶好調
世界のIT景気を占う台湾企業の業績回復が続いている。主要IT19社の5月の売上
高を集計したところ、合計額は1.9%増と6ヵ月連続の増収だった。ﾊﾟｿｺﾝの受託生
産や液晶ﾊﾟﾈﾙの供給が拡大。鴻海（ﾎﾝﾊｲ）精密工業と台湾積体電路製造
（TSMC)が一時的な要因で減収となったが、19社全体でﾌﾟﾗｽを維持した。世界的
な景気回復でｵﾌｲｽ向けのPCの更新需要が旺盛だ。
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2017/6/16 経済

2017/6/16 東南ｱｼﾞｱ

2017/6/17 ｲﾝﾄﾞ

2017/6/17 医薬

2017/6/17 経済

2017/6/17 酒類 ＊ﾋﾞｰﾙ販売2割減少…規制強化後　店頭価格8%上昇
1日からの国税庁による酒の安売り規制強化でﾋﾞｰﾙ販売が落ちこんでいる。日本
経済新聞社が日経POSで5月第4週と6月第2週を比較したところ、ﾋﾞｰﾙ大手各社
の主力品の販売数量は約2割減少し、店頭価格は8%前後上昇した。駆け込み消
費の反動や値上げによる買い控えが広がる中、ｲｵﾝは主力ｽｰﾊﾟｰでﾋﾞｰﾙの価格
を据え置き、需要の取り組みに動いている。

＊ﾍﾞﾄﾅﾑ開拓　ｾﾌﾞﾝ挑む…「最後の巨大市場」争奪戦
ｾﾌﾞﾝーｲﾚﾌﾞﾝ・ｼﾞｬﾊﾟﾝが15日、ﾍﾞﾄﾅﾑのﾎｰﾁﾐﾝ市に同国1号店を開業した。日本のﾉ
ｳﾊｳを移植しつつ、2019年までに100店を出店する計画だ。9300万人の人口を抱
えながら、規制で守られてきたﾍﾞﾄﾅﾑは東南ｱｼﾞｱの最後の巨大市場と言われて
る。
現地企業のｾﾌﾞﾝｼｽﾃﾑ・ﾍﾞﾄﾅﾑ（ﾎーﾁﾐﾝ市）と業務提携する形で進出した。ただ、
今回は日本のｾﾌﾞﾝｰｲﾚﾌﾞﾝ･ｼﾞｬﾊﾟﾝが深く関与。日本流のﾉｳﾊｳを一から移植しよう
と早くから商品・店舗開発、ｼｽﾃﾑなどに詳しい社員を5人送り込んだ。現地だけに
まかせては地元のﾆｰｽﾞに合った商品開発ができないほか、陳列も雑然となりがち
だったのを反省した。
＊ｲﾝﾄﾞ企業　純利益1割増…内需・ITけん引
ｲﾝﾄﾞ企業の収益が回復している。主要上場企業「Asia300」のうち、ｲﾝﾄﾞ40社の
2016年度の純利益の合計は前年度比1割増え、3年ぶりに増益になった。実力企
業ﾗﾝｷﾝｸﾞ上位のITｻｰﾋﾞｽ大手が堅調だったほか、自動車や消費財、娯楽など内
需関連の増益幅が大きかった。旺盛な消費が昨秋の高額2紙幣廃止の影響を吸
収。今後の税制改革が一段と内需拡大を後押しする可能性がある。ｲﾝﾄﾞ企業全
体が好調でもない。通信各社の業績は競争激化で悪化。ｲﾝﾄﾞ最大の商業銀行、ｲ
ﾝﾄﾞｽﾃｲﾄ銀行は最終赤字。不良債権問題は深刻で、政府も処理を急ぐ。

＊中国初ｼｪｱ自転車日本へ上陸…ｽﾏﾎで解錠、30分100円以下
中国の自転車のｼｪｱ（共有）ｻｰﾋﾞｽ大手、摩排単単（ﾓﾊﾞｲｸ）が日本に進出する。7
月中に一部地域でｻｰﾋﾞｽをはじめ、年内にも主要10都市程度に広げる。ｽﾏﾎで地
殻の自転車を探し、料金もｽﾏﾎ決済する。同社は1年強で500万台を普及させた
が、中国ではこうしたｽﾏﾎを使うｼｪｱｻｰﾋﾞｽが続々と誕生。14億人の巨大市場で成
功した中国勢が、この分野で出遅れた日本に「上陸」する例が増えそうだ。

＊製薬25社、新興国開拓…製造や流通で共同展開
ｴｰｻﾞｲや武田薬品工業など約25社が、新興国での薬の製造や流通を共同で展開
する。政府主導で年内に社団法人を設立、製薬や物流、卸などの業種を越えて集
結し、ｱｼﾞｱやｱﾌﾘｶなどでの医薬品市場を開拓する。欧米の製薬大手に比べ資金
量で劣るため、日本は官民連携で海外の医療需要を取り込む。共同展開に加わ
るのは富士製薬工業や協和発酵ｷﾘﾝなど製薬の大手・中堅やﾒﾃﾞｨﾊﾟﾙHDやｱﾙﾌ
ﾚｯｻHDなどの卸。物流のﾔﾏﾄﾛｼﾞｽﾃｯｸｽやｲﾝﾌﾗ開発の日揮なども加わる見通し
で、業種横断で参加社を増やしていく。今後医療や介護のﾆｰｽﾞはさらに高まると
みる。

＊製薬の海外進出後押し…政府、来年に支援機構設立
政府は14日に開いた健康・医療戦略推進本部で、国内の製薬会社の海外進出を
後押しするため、官民が共同で出資する支援機構「国際医薬協力推進機構（仮
称）を立ち上げる方針を込めた。早ければ2018年中の設置を目指し、医療・製薬
分野の民間企業に出資を呼び掛ける。ｱｼﾞｱの新興国で先行する欧米の製薬会社
に対し、官民挙げて追い上げを図る。新興国に製薬・開発のﾉｳﾊｳを伝えるとも
に、関連分野の人材育成も支援する狙いだ。新興国での医薬品製造で生産ｺｽﾄを
抑えることができる。医薬品が安くなれば、日本の患者にもﾒﾘｯﾄが出てくる。

＊ｽｽﾞｷ、ｲﾝﾄﾞ3000店体制へ…20年代前半1.5倍　農村に小型店
ｽｽﾞｷはｲﾝﾄﾞで自動車の販売店を約3000ヵ所に増やす。手薄だった農村部を中心
に小型の店舗を広げ、2020年代前半に店舗数を現在の1.5倍にする。ｽｽﾞｷは現地
生産能力を20年代前半に年225万台まで増強する計画。並行して販路の拡大も急
ぎ、ｽｽﾞｷの世界販売の約半分を占めるｲﾝﾄﾞ事業をさらに伸ばす。
低価格のｱﾙﾄ販売・・現地の乗用車販売で4割強のｼｪｱを握る。「ｱﾙﾄ」や「ｽｲﾌﾄ」と
いった小型車を主力車種として販売。
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2017/6/20 経済

＊変わる中国　ﾛﾎﾞ爆買い…人手不足で自動化ﾆｰｽﾞ
中国でﾛﾎﾞｯﾄ需要が急増している。製造現場の人手不足や自動化ﾆｰｽﾞが背景に
あり、日経ﾒｰｶｰは増産を急いでいる。－曲がり角の中国か！ー
浙江省の港町、寧波にある家電部品ﾒｰｶｰ、新露はﾌﾟﾚｽ加工工程にﾛﾎﾞｯﾄを導入
し、1ﾗｲﾝ当たりの従業員を10人から1人に減らした。「人件費は3倍。ﾛﾎﾞｯﾄを導入
すれば10年保証される」。新露の石国良董事長は笑う。政府が補助金を出し、近
隣の企業はこぞってﾛﾎﾞｯﾄを導入している。ﾛﾎﾞｯﾄ導入で品質を高め、受注は年
20%ﾍﾟｰｽで増えている。川重の蘇州工場は8割増の生産を見込む。不二越は生産
能力を現在の3倍の増やす。

＊ﾉﾝｱﾙｺｰﾙ増産…ｷﾘﾝやｻﾝﾄﾘｰ　ﾋﾞｰﾙ不振補う
ｷﾘﾝﾋﾞｰﾙは4月発売の「零ICHI(ｾﾞﾛｲﾁ）」が好調で、近く月産生産量を当初計画の3
倍に引き上げる。「零ICHI]は発売後2ヵ月で年間目標の5割弱分に相当する63万
㌜を売り切った。不振だった「ｷﾘﾝﾌﾘｰ」に代わる製品で、主力ﾋﾞｰﾙ「一番搾り」と同
様に麦汁をろ過する際に最初に流れ出す一番搾り麦汁を原料に使用する高級感
が受けている。ｻﾝﾄﾘｰﾋﾞｰﾙも「ｵｰﾙﾌﾘｰ」を前年同月比約1割増やす。ｻﾝﾄﾘｰﾋﾞｰﾙ
によると、国内の17年のﾉﾝｱﾙｺｰﾙﾋﾞｰﾙ市場は全体で1800万㌜と前年より2%増え
るとみている。酒売り規制強化により、ﾋﾞｰﾙは店頭価格が8%前後上昇した一方、
販売数量は約2割減少した。ﾉﾝｱﾙﾋﾞｰﾙ市場で勢いのある２ﾌﾞﾗﾝﾄﾞが増産する背景
には、新たな収益源確保が急務となっている事業環境がある。

＊認知症新薬「空白時代」に…ｴｰｻﾞｲなど、実用化難航
患者が増加の一途をたどる認知症。ｴｰｻﾞｲなど5陣営は病気の悪化を抑える新薬
の開発を進めるが、病気のﾒｶﾆｽﾞﾑが難しく、実用化は至難の業だ。実用化は早く
て2020年代だが、臨床試験の成功率は1%に満たず、患者数が増加し続けている。
脳細胞が徐々に死滅していく認知症はがんもしのぐ強敵だった。製薬各社は早期
の患者に狙いを定めて「空白時代」解消を急ぐ。
新薬が登場すれば、患者だけでなく医療費負担の増大に苦しむ国家財政も改善
できる。

＊半導体活況いつまで？…世界販売、最高を見込むが・・・
半導体市場の拡大が止まらない。世界販売額は2017年も最高更新を見込み、40
兆円を超える見通しだ。社会のIT化やﾛﾎﾞｯﾄ産業の拡大で視野が広がり、需要の
拡大ﾑｰﾄﾞが続く。だが自動車販売の伸び悩みなど「小休止」のｻｲﾝがちらつき始
めた。昨年4月を底に、半導体市場は急拡大が続く。業界団体の世界半導体市場
統計（WSTS)によれば、17年の世界販売額は前年比11.5%増の3778億㌦（約41.4
兆円）になる見通し。18年も同2.7%増で3年連続の最高更新を見込む。三菱UFJﾓﾙ
ｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰ証券の鹿野達史ｼﾆｱｴｺﾉﾐｽﾄは「上昇局面は控えめに言っても18年秋
まで続く」とみる。

＊広がる中国の「爆買い」…業種間で温度差も
中国による「爆買い」は産業ﾛﾎﾞｯﾄに留まらず工作機械や建設機械にも広がるが、
業種によって温度差もある。秋の共産党大会を控え、公共工事が活発だ。日本か
ら中国への建機出荷額は4月に前年同月比約3.7倍に拡大した。だが日本の建機
ﾒｰｶｰには需要拡大が一時的なのではと警戒感も強い。ｺﾏﾂの大橋徹二社長は
「秋口以降は需要不透明」と話す。一方、工作機械は当面、爆買いの勢いが続く
そうだ。国際ﾛﾎﾞｯﾄ連盟によると、15年の世界の産業用ﾛﾎﾞｯﾄの販売台数は前年
比12%増の24万8千台。欧米と並んで中国の需要が高まり、3年連続で過去最高を
更新した。
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＊重慶、一帯一路で成長持続…中国の直轄市昇格20年
中国内陸部の重慶市が北京、上海、天津に続く4番目の直轄市に昇格して20年を
迎えた。2016年の重慶市のGDP成長率は10.7%で中国全体の6.7%を大きく上回っ
た。一人当たりのGDPも14年には全国平均を追い抜いた。農村出身者の都市戸
籍取得を容易にしたり、安価な公営住宅を供給したりする重慶独自の仕組みを作
り、成長した。ﾊﾟｿｺﾝの落ち込みを補うため、重慶市は重慶北空港に新ﾀｰﾐﾅﾙを建
設に300億元、地下鉄整備に1千億元を投資する。一帯一路と長江に沿った経済
圏を結ぶ物流拠点として成長する戦略を描き、ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙまでの鉄路と空路を組み
合わせた直通貨物ﾙｰﾄを開設。17年は10%前後のGDP成長率を目指す。重慶市
のﾄｯﾌﾟ孫氏は薄氏の影響力一掃に懸命だ。孫氏は耐える局面を迎える。

＊越境EC市場　中国で争奪…5.5兆円規模に拡大
中国でｲﾝﾀｰﾈｯﾄを使って海外の商品を直接購入する越境ECが一段と拡大してい
る。市場規模は2017年に前年に比べ5割以上伸びて3413億元（約5兆5千億円）に
なる見通し。ECｻｲﾄ間の競争も激化。最大手ﾉｱﾘﾊﾞﾊﾞ集団のほか、2位の京東集
団や網易（ﾈｯﾄｲｰｽ）が記念ｾｰﾙなどで海外製品の販売を競う。

＊人民元　管理強化に逆戻り…中国、「基準値」振れ幅小さく
通貨・人民元で対㌦取引の目安になる「基準値」の新しい算出方法が分かった。
基準値の振れ幅が小さくなるよう相場変動を打ち消す「安定装置」の導入が柱。元
安の進行時は、その動きの基準値への反映を抑えめにし、元安を進みにくくする
仕組みを取り入れた。通貨当局が恣意的に操作する余地が広がった。元は市場
化に背を向け、厳しい管理に逆戻りする。前日の相場変動のうち、実需による値
動きに「ﾏｲﾅｽ3分の2」を掛けたもの。元安は元高方向へ、元高であれば元安の進
む。人民銀は「ﾏｸﾛ経済指標などから調整」と言うだけでなぜ「ﾏｲﾅｽ3分の2」かも
根拠が不明確だ。外資の信頼を落とし、中国企業の経営高度化の逆風になる。

＊ﾀﾞｲｷﾝ、豪空調保守買収…80億円、点検や修理強化
ﾀﾞｲｷﾝ工業は7月、ｵｰｽﾄﾗﾘｱの空調保守作業大手ｴｱﾏｽﾀｰ（ﾋﾞｸﾄﾘｱ州）を買収す
る。買収額は80億円。ｴｱｺﾝが普及する中、ﾀﾞｲｷﾝは点検や修理の請負を強化して
いる。今後は業務用ｴｱｺﾝを中心にｱﾌﾀｰｻｰﾋﾞｽでも稼げる体制を整える。豪空調
市場は年間2700億円程度。機器の販売と保守ｻｰﾋﾞｽがほぼ半分ずつとみられ
る。ﾀﾞｲｷﾝの豪州での売上高は500億円。これを20年までに800億円にする予定。

＊伊藤忠、東南アで病院運営…ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ財閥と合弁
伊藤忠商事は東南ｱｼﾞｱで病院運営事業に参入する。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱで最大の病院運営
会社、ﾘｯﾎﾟｰ・ｶﾗﾜﾁ（LPKR)と業務提携した。企業など民間が手掛ける高度医療
ｻｰﾋﾞｽの需要が伸びる東南ｱｼﾞｱ市場を開拓する。世界銀行によるとASEAN(イン
ド含む）の医療費は15年が合計2058億㌦（22兆円）と10年比で47%増加。20年に
2957億㌦に拡大する見通し。

＊住商、ﾁｭﾆｼﾞｱで火力発建設　受注額380億円
住友商事と三菱日立ﾊﾟﾜｰｼｽﾃﾑｽﾞは、ｱﾌﾘｶ北部のﾁｭﾆｼﾞｱで火力発電所を建設す
る。住商にとって同国の電力事業は始めて。受注額は約380億円で、国際協力機
構（JICA)が円借款を提供する。官民が、日本政府が掲げるｲﾝﾌﾗ輸出を本格化さ
せる。発電所を運営する現地電力・ｶﾞｽ公社による入札で、住商などが建設工事を
受注した。発電量は同国の1割に当たる45万kw。天然ｶﾞｽと蒸気を併用してﾎﾞｲﾗｰ
を回す環境負荷の低い最新式となる。

＊観光施設に「ｱﾘﾍﾟｲ」導入…JTB、訪日客の消費喚起
JTBは3年内に全国約2千件の観光施設に中国ｱﾘﾊﾞﾊﾞｸﾞﾙｰﾌﾟの電子決済ｻｰﾋﾞｽ
「支付宝（ｱﾘﾍﾟｲ）」を導入する。ｱﾘﾍﾟｲは中国で最も利用される決済ｻｰﾋﾞｽのひと
つ。日本でも都市部で普及し始めているが、地方の観光地では導入がまだ少な
い。JTBは地方で特色のあるｻｰﾋﾞｽをそろえる提携先のﾎﾃﾙや飲食店のｱﾘﾍﾟｲ対
応を進め、訪日外国人観光客の消費取り込みを目指す。
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2017/6/24 経済

2017/6/25 社会

＊吉利、東南ｱでﾎﾞﾙﾎﾞ生産…高級・低価格、両輪で
中国の自動車大手、吉利汽車の親会社である浙江省控股集団とﾏﾚｰｼｱのﾌﾟﾛﾄﾝ・
HDの親会社DRBﾊｲｺﾑは23日、ﾌﾟﾛﾄﾝと子会社の英ﾛｰﾀｽの株式売買で最終合意
した。吉利は総額約260億円投じてﾌﾟﾛﾄﾝの49.9%の株式などを取得。同社工場で
高級車ﾌﾞﾗﾝﾄﾞのﾎﾞﾙﾎﾞ･ｶｰの車両と低価格の多目的ｽﾎﾟｰﾂ車（SUV)を生産し、両
方の価格帯で東南ｱｼﾞｱに攻め込む。吉利は傷ついたﾏﾚｰｼｱの国民車ﾒｰｶｰ、ﾌﾟﾛ
ﾄﾝの再建を主導し、日本車の牙城である東南ｱｼﾞｱでの事業拡大を図る。

＊中国、海外買収にﾌﾞﾚｰｷ…特定企業狙い撃ち「高ﾘｽｸ融資を調査」
中国当局が企業の海外買収にﾌﾞﾚｰｷをかけた。現地報道によると、不動産大手の
大連万達集団など積極的な海外買収で急成長した企業ｸﾞﾙｰﾌﾟを狙い撃ちにし、
中国当局が銀行に対して高いﾘｽｸの融資や保有社債の点検を求めた。共産党幹
部とのつながりが指摘される企業も多く、金融の安定を揺るがしかねない特定企
業向けの高ﾘｽｸ融資をけん制するねらいだ。
　調査対象の企業集団＝
　　　①大連万達集団（不動産）「投資先ー欧米の映画館、スポーツ関連企業」
　　　②安邦保険集団（保険　 ）「投資先ーﾎﾃﾙ、不動産、金融」
　　　③復星集団　　　（投資 　）「投資先ーﾘｿﾞｰﾄ、鉱物資源」
　　　④海航集団　　　（複合企業）「投資先ー金融、ﾎﾃﾙ」
　　　⑤浙江羅森内里（投資　 ）「投資先ーｽﾎﾟｰﾂ関連」

＊ｺﾒ輸出　中国に熱視線…交渉入り、外交のﾘｽｸにも
日中関係が改善の兆しが見える中で、中国へのｺﾒ輸出拡大をめざす交渉が動き
始めた。中国は日本のｺﾒ生産量の約20倍にあたる1億㌧以上の年間消費量を誇
る巨大市場を抱える。高品質ながら国内でのｺﾒ余りが続いている日本のｺﾒ農家
には格好の輸出先に映る。「実現すれば日本の農村は一気に変わる」。上海で売
られている日本米は１㌔当たり1779円。「日本製の高級炊飯器で日本米を炊くの
がｽﾃｰﾀｽ」となっている。コメの輸入は大半をﾀｲ、ﾍﾞﾄﾅﾑ、ﾊﾟｷｽﾀﾝの3ヵ国に頼って
いる。中国側では中間層の拡大で「量より質」へと需要が変化している。しかし将
来、日中関係が悪化した場合には中国側が日本をゆさぶる材料になるﾘｽｸにもな
る。

＊消えた中国保険の操業者…派手な買収主導「規制強化で逆風」
中国の保険大手、安邦保険集団の呉小暉董事長はわずか数か月前、ﾆｭｰﾖｰｸで
より高い格付けを得ようと働きかけていた。最近は姿を目撃されておらず、中国当
局に拘束されたとみられる。同社は今月「呉氏が個人的な理由で職務を果たせな
くなった」と発表した。安邦を設立した呉氏は、政界や規制当局の人脈をいかして
国内に企業帝国をつくり、その後海外で投資するという新世代の中国人起業家の
一人だ。

＊ﾍﾟｯﾄ大国ﾀｲ　食品勢照準
ﾀｲの食品大手が急成長するﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞ市場で稼ぎ始めている。ﾂﾅ缶世界最大手、
ﾀｲ・ﾕﾆｵﾝ・ｸﾞﾙｰﾌﾟや食品大手のﾍﾞﾀｸﾞﾛ・ｸﾞﾙｰﾌﾟなどは積極投資に動く。中間層の
拡大や社会の高齢化に加え、前国王の犬好きなどを背景に過去10年でﾀｲのﾍﾟｯﾄ
ﾌｰﾄﾞ市場は3倍以上に拡大。ﾍﾟｯﾄ関連ﾋﾞｼﾞﾈｽは不動産などにも広がっている。
背景に高齢化や核家族化・・「少子高齢化や核家族化で家族の数が少なくなる
中、ﾍﾟｯﾄが重要なﾊﾟｰﾄﾅｰとして求められている」とみる。
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＊世界ｼｪｱ調査…日本勢、11品目で首位（調査対象57品目）
日本経済新聞社が実施した2016年の世界ｼｪｱ調査では、対象57品目のうち、11
品目で日本企業が首位だった。8品目で首位が交代した。
ー日本企業が首位になった品目とｼｪｱ＝「ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池向けｾﾊﾟﾚｰﾀ①旭化成
19.0②SKｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ（韓）11.0」、「産業用ロボット①ﾌｧﾅｯｸ17.3②ｸｰｶ（独）14.7」、
「炭素繊維①東レ42.0②東邦ﾃﾅｯｸｽ14.4」、「ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池①ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ22.8②ｻﾑｿ
ﾝSDI（韓）20.8」、「CMOSｾﾝｻｰ①ｿﾆｰ47.0②ｻﾑｿﾝ電子（韓）21.6」、「ﾀｲﾔ①ﾌﾞﾘﾁﾞｽﾄ
ﾝ14.8②ﾐｼｭﾗﾝ（仏）13.7」、「ﾏｲｺﾝ①ﾙﾈｻｽｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ19.6②NXPｾﾐｺﾝﾀﾞｸﾀｰｽﾞ（蘭）
18.4」、「A3ﾚｰｻﾞｰ複写機・複合機①ﾘｺｰ18.9②ｷｬﾉﾝ17.3、「中小型液晶ﾊﾟﾈﾙ①ｼﾞｬ
ﾊﾟﾝﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｲ21.9②LGﾃﾞｨｽﾌﾟﾚｰ（韓）17.2」、「ﾚﾝｽﾞ交換式ｶﾒﾗ①ｷｬﾉﾝ45.2②ﾆｺﾝ
25.5」、「ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ①ｷｬﾉﾝ34.6②ﾆｺﾝ22.5」
ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗなど日本勢が首位の市場は縮小

＊ｼｪｱ首位　8品目交代…中国企業、勢い一服
57品目のうち8品目（前年4品目）で首位が交代。風力発電などで中国企業の勢い
は一服した。
ー首位が交代した8品目とｼｪｱ＝「自動車①VW（独）10.8②GM（米）10.7」、「発電用
大型ﾀｰﾋﾞﾝ①GE（米）37.0②ｼｰﾒﾝｽ34.0」、「風力発電機①ｳﾞｪｽﾀｽ（ﾃﾞﾝﾏｰｸ）15.8②
GE（米）12.1」、「太陽電池①ｼﾞﾝｺ・ｿｰﾗｰ（中）8.1②ﾄﾘﾅ･ｿｰﾗｰ（中）7.4」、「CT①GE
（米)29.0②ｼｰﾒﾝｽﾍﾙｽｹｱ（独）28.0」、「医療用医薬品①ﾌｧｲｻﾞｰ（米）4.7②ﾉﾍﾞﾙﾃｨ
ｽ（ｽｲｽ）4.6」、「ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池①ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ22.8②ｻﾑｿﾝSDI（韓）20.8」、「白色LED
①晶元光電（台）17.4②日亜化学工業16.6」

＊ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ　ｾﾌﾞﾝに誤算…地場勢が急伸、顧客奪う（116店閉鎖）
ｾﾌﾞﾝｲﾚﾌﾞﾝが6月末でｲﾝﾄﾞﾈｼｱから事実上、撤退することになった。3月末時点で
116店閉鎖を決めた。経済成長が続く東南ｱｼﾞｱで、ﾀｲに続く一大拠点に成長する
ことが期待された。ｲﾝﾄﾞﾈｼｱだったが、ライバルの急伸、飲酒規制、日本との連携
不足という3つの誤算があった。
米国子会社が海外展開を統括している。店舗運営は現地のﾊﾟｰﾄﾅｰ企業に委ねて
いる部分が多く、十分に管理出来ているわけではない。

＊中国、社債発行が半減（1～6月）…金利引き締め　金利上昇
中国で社債の発行が急減している。年初から26日までの発行額は9800億元（16
兆円弱）と、前年1～6月（2兆2千億元）の半分に落ち込んだ。当局が進める引き締
めの金融政策を受けて金利が上昇、調達を手控える動きが広がった。金融引き締
めは不動産ﾊﾞﾌﾞﾙの抑制などに不可欠だが、企業の資金調達に過度の影響が出
れば思わぬ景気減速を招きかねない。

＊華為、日本に大型工場…中国勢で初、技術吸収「通信機器」
通信機器大手の中国・華為技術（ﾌｧｰｳｪｲ）が初の日本生産に乗り出す。年内にも
大型工場を新設し、通信設備や関連機器を量産。日本の技術と人材を取り込み、
日本や他の先進国で受注を増やす。事業買収や研究開発拠点の設置が中心
だった。中国企業が日本に本格的な工場を新設するのは初めて。

＊上海汽車　ｲﾝﾄﾞで生産…乗用車「MG」販売19年にも成長市場、日系と競合
中国の自動車大手、上海汽車集団（上海市）は新車生産に乗り出すと発表した。
2019年にも傘下の英ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ「MG」の乗用車を生産し、販売する。ｲﾝﾄﾞは中国や米
国に続く巨大市場として堅調な成長が続いている。中国最大手の上海汽車が自
社工場を設けることで、日系も含む各社の競争が激化しそうだ。

＊住商、ﾐｬﾝﾏｰに商用車…日野自の現地販売網　構築
住友商事はﾐｬﾝﾏｰで日野自動車製の商用車の輸入事業を始めた。ｲﾝﾌﾗの整備
に伴って増加する建設向けのﾐｷｻｰ車やﾀﾞﾝﾌﾟｶｰ、運輸業向けのﾄﾚｰﾗｰなどの新
車販売を強化する。今後は正規代理店として、日野自動車製品を取り扱うﾃﾞｨｰﾗｰ
の拡大にも乗り出す。住商が60%出資するｻﾐｯﾄSPAﾓｰﾀｰｽﾞが今年3月、日野自動
車と独占代理店契約を締結した。中国やｲﾝﾄﾞﾈｼｱで生産する廉価な車種も輸入す
る。
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＊東南ｱｼﾞｱ新車販売5%増（5月）…ﾀｲは1%増に減速
東南ｱｼﾞｱ主要６ヵ国の5月の新車販売は28万1366台と前年同月比5%増えた。伸
び率は4月からほぼ横ばい。域内2位のﾀｲ市場が1%増に減速した。この5月の減速
は一過性との見方もあり、各社は販売の行方を注視している。

＊国民皆保険による医療…医師の半数「持続不能」
すべての国民が公的な医療保険に加入している現在の国民皆保険について、医
師の半数が「維持できない」と考えていることが29日、日本経済新聞社などが実施
したｱﾝｹｰﾄ調査で分かった。医療現場で働く医師の多くが強い危機感を抱えてい
る。医療の効率化の必要性を上げる医師も目立った。理由として「高齢者の医療
費が増大しすぎている」「医療が高度化して薬剤が高額になっている」などのコメン
トが目立った。


